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8.1 調査の結果の概要並びに予測及び評価の結果 

 

  



  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.1.1 ⼤ 気 質 

 

  



  



8.1.1-1 

第８章 環境影響評価の調査、予測及び評価の結果 

 

8.1 調査の結果の概要並びに予測及び評価の結果 

8.1.1 ⼤気質 

(1) 調 査 

A. 調査内容 

本事業の実施に伴う⼤気質への影響について、予測・評価に係る基礎資料を得ることを

⽬的として、下記項⽬について調査した。 

a. ⼤気質の状況 

(ｱ) ⼆酸化窒素 

(ｲ) 浮遊粒⼦状物質 

b. ⾃然的・社会的状況 

(ｱ) 気象の状況 

1) ⾵向・⾵速 

2) ⼤気安定度(⽇射量・雲量)  

(ｲ) 規制等の状況 

1) ⼤気汚染に係る環境基準 

2) 周辺の⼟地利⽤ 

3) ⾃動⾞交通量の状況 

 

B. 調査地域・調査地点 

調査地域・調査地点は、本事業の実施による⼤気質の影響が予想される範囲を含む地域

とした。 

⼤気質の状況に係る調査地点は、表8.1.1-1及び図8.1.1-1(1)に⽰す札幌市が設置する常

時監視測定局(⼀般環境⼤気測定局、⾃動⾞排出ガス測定局)とした。気象の状況に係る調

査地点は、表8.1.1-1及び図8.1.1-1(1)に⽰す札幌管区気象台とした。 

また、⾃動⾞交通量の状況は、⼯事中及び供⽤後の⾞両が⾛⾏する可能性がある経路上

とし、図8.1.1-1(2)に⽰す６地点(地点T1〜T6)とした。 

 

表8.1.1-1 事業区域周辺の常時監視測定局等 

区 分 調査地点 測定局名 所 在 地 

⼀般環境⼤気 

測定局 

地点a センター局 中央区北１条⻄２丁⽬(市役所庁舎４Ｆ) 

地点b 東局 東区北18条東５丁⽬(北光まちづくりセンター) 

⾃動⾞排出ガス 

測定局 

地点c 北１条局 中央区北１条⻄２丁⽬(市役所敷地内) 

地点d 北19条局 北区北19条⻄２丁⽬(幌北⼩学校) 

気象台 地点W 
札幌管区 

気象台 
中央区北２条18丁⽬２ 

出典：「札幌市の環境 -⼤気・⽔質・騒⾳等データ集- (令和元年度測定結果)」(令和３年２⽉ 札幌市) 

  



8.1.1-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図8.1.1-1(1) ⼤気質に係る調査地点  



8.1.1-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図8.1.1-1(2) ⼤気質に係る調査地点  



8.1.1-4 

C. 調査⽅法 

a. ⼤気質の状況 

調査は、調査資料(札幌市ホームページ「⼤気汚染物質の常時監視と測定結果」等)を収

集・整理・解析する⽅法とした。 

 

b. ⾃然的・社会的状況 

(ｱ) 気象の状況 

調査は、調査資料(気象庁ホームページ「過去の気象データ・ダウンロード」等)を収

集・整理・解析する⽅法とした。 

 

(ｲ) 規制等の状況 

1) ⼤気汚染に係る環境基準 

調査は、調査資料(「環境基本法」)を収集・整理する⽅法とした。 

 

2) 周辺の⼟地利⽤ 

調査は、調査資料(「平成30年度札幌市都市計画基礎調査」等)を収集・整理・解析す

る⽅法とした。 

 

3) ⾃動⾞交通量の状況 

調査は、現地調査による⽅法(数取計で⾞種別・⽅向別⾃動⾞台数を記録する⽅法)と

した。 

 

D. 調査期間及び時期 

a. ⼤気質の状況 

調査期間は、平成27年度〜令和元年度(５年間)とした。 

 

b. ⾃然的・社会的状況 

(ｱ) 気象の状況 

調査期間は、調査時期は、最新年度(令和元年度)とした。なお、異常年検定の統計年

は過去10年間(平成21年度〜平成30年度)とした。 

 

(ｲ) 規制等の状況 

調査時期は、現況とした。 

⾃動⾞交通量の状況については、調査地域の特性を考慮し、⾃動⾞交通量が通常的で

ある平⽇及び休⽇の各１⽇24時間連続とした。 

調査⽇時：(平⽇)令和２年10⽉13⽇(⽕)６時〜翌６時 

(休⽇)令和２年10⽉17⽇(⼟)22時〜翌22時 
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E. 調査結果 

a. ⼤気質の状況 

事業区域周辺における⼀般局及び⾃排局の⼤気質の状況(令和元年度)は、表8.1.1-2に⽰

すとおりである。 

⼆酸化窒素については、年平均値は⼀般局で0.012〜0.014ppm、⾃排局で0.013〜

0.017ppmであり、⽇平均値の年間98%値は⼀般局で0.034〜0.035ppm､⾃排局で0.036ppm

である。環境基準と⽐較すると、すべての測定局で環境基準値を下回っている。 

浮 遊 粒 ⼦ 状 物 質 に つ い て は 、 年 平 均 値 は ⼀ 般 局 で 0.010mg/m3 、 ⾃ 排 局 で 0.008〜

0.011mg/m3であり、⽇平均値の２%除外値は⼀般局で0.024mg/m3、⾃排局で0.019〜

0.024mg/m3である。環境基準と⽐較すると、すべての測定局で環境基準値を下回っている。 

また、⼤気質の経年変化の状況(年平均値：平成27年度〜令和元年度)は図8.1.1-2に⽰す

とおりであり、近年はいずれの測定局も、⼆酸化窒素は横ばいもしくは減少傾向、浮遊粒

⼦状物質は横ばい傾向にある。 

 

表8.1.1-2 ⼤気質測定結果(令和元年度) 

項 ⽬ 

 

測定局 

⼆酸化窒素(NO2)(ppm) 浮遊粒⼦状物質(SPM)(mg/m3) 

年平均値 
⽇平均値の 

年間98%値 

環境基準 

達成状況 
年平均値 

⽇平均値の 

２％除外値 

環境基準 

達成状況 

⼀
般
局 

地点a センター局 0.014 0.034 ○ 0.010 0.024 ○ 

地点b 東 局 0.012 0.035 ○ − − − 

⾃
排
局 

地点c 北１条局 0.017 0.036 ○ 0.011 0.024 ○ 

地点d 北19条局 0.013 0.036 ○ 0.008 0.019 ○ 

環境基準 
１時間値の１⽇平均値が0.04ppmか

ら0.06ppmのゾーン内⼜はそれ以下

であること 

１時間値の１⽇平均値が0.10mg/m3

以 下 で あ り 、 か つ 、 １ 時 間 値 が

0.20mg/m3以下であること 

注1) 表中の地点は図8.1.1-1(1)に対応する。 

注2) 環境基準達成状況 ○：環境基準達成 ×：環境基準⾮達成 

出典：「札幌市の環境 -⼤気・⽔質・騒⾳等データ集- (令和元年度測定結果)」(令和３年２⽉ 札幌市) 

 

 
図8.1.1-2 年平均値の経年変化  
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b. ⾃然的・社会的状況 

(ｱ) 気象の状況 

1) ⾵向・⾵速 

札幌管区気象台(⾵向・⾵速計設置⾼さ=地上59.5m)における⾵向・⾵速の状況は、図

8.1.1-3の⾵配図に⽰すとおりである。 

⾵向は南東(SE)の⾵の出現率が最も⾼く、年間18.3％を占めている。 

年間平均⾵速は3.4m/s、最⼤⾵速は14.4m/s、無⾵(⾵速0.4m/s以下)の出現率は1.4％

である。 

 

2) ⼤気安定度(⽇射量・雲量) 

事業区域周辺の⼤気安定度は、札幌管区気象台における⾵速、⽇射量及び雲量の令和

元年度(平成31年４⽉１⽇〜令和２年３⽉31⽇)の観測結果を⽤いて、パスキル安定度階

級区分の分類表(表8.1.1-8 参照)に基づき整理した。札幌管区気象台における⼤気安定

度の状況は、図8.1.1-3の⼤気安定度出現頻度に⽰すとおりである。 

⼤気安定度はD(中⽴)の出現頻度が最も⾼く、年間の出現率は53.1%である。 

 

  

図8.1.1-3 ⾵配図(左)及び⼤気安定度出現頻度(右)(札幌管区気象台：令和元年度) 
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(ｲ) 規制等の状況 

1) ⼤気汚染に係る環境基準 

環境基本法に基づく⼆酸化窒素及び浮遊粒⼦状物質に係る環境基準は、表8.1.1-3に⽰

すとおりである。 
 

表8.1.1-3 ⼤気の汚染に係る環境基準等 

項 ⽬ 環 境 基 準 

⼆酸化窒素 
１時間値の１⽇平均値が0.04ppmから0.06ppmまでの 

ゾーン内⼜はそれ以下であること 

浮遊粒⼦状物質 
１時間値の１⽇平均値が0.10mg/m3以下であり、 

かつ、１時間値が0.20mg/m3以下であること 

出典: 「⼆酸化窒素に係る環境基準について」(昭和53年７⽉ 環境庁告⽰第38号) 

   「⼤気の汚染に係る環境基準について」(昭和48年５⽉ 環境庁告⽰第25号) 

 

2) 周辺の⼟地利⽤ 

事業区域の位置する札幌市の現況⼟地利⽤状況は、「第128回(令和３年)北海道統計書」

(北海道)によると、表8.1.1-4に⽰すとおり、札幌市全体では⼭林⾯積の割合が最も⼤き

く57.0％となっているほか、宅地が13.3％と北海道全体平均を⼤きく上回っている。 

また、事業区域周辺の⼟地利⽤現況図は、図8.1.1-4(1)〜(2)に⽰すとおりである。 

事業区域周辺は、⼤部分が業務施設及び集合販売施設であり、住宅等の住居施設は、

事業区域近傍にはなく、創成川を挟んで東側の地域並びに札幌駅を挟んで北側及び⻄側

の地域に分布している。 

 

表8.1.1-4 地⽬別⼟地⾯積 

単位：km2 

 ⽥ 畑 宅 地 鉱泉地 池 沼  

北海道 
2,399.28 8,988.81 1,232.95 0.02 211.98  

( 3.1) (11.8) ( 1.6) ( 0.0) ( 0.3)  

札幌市 
1.15 37.95 149.52 0.00 0.05  

( 0.1) ( 3.4) (13.3) ( 0.0) ( 0.0)  

       

 ⼭ 林 牧 場 原 野 雑種地 その他 総⾯積 

北海道 
38,847.64 1,613.37 4,123.20 1,340.52 17,563.43 76,321.23 

(50.9) ( 2.1) ( 5.4) ( 1.8) (23.0) (100.0) 

札幌市 
639.34 0.55 49.25 85.26 158.19 1,121.26 

(57.0) ( 0.0) ( 4.4) ( 7.6) (14.1) (100.0) 

注) (  )内は構成⽐(%)を⽰す。 

出典: 「第128回(令和３年)北海道統計書」(北海道) 
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図8.1.1-4(1) ⼟地利⽤現況図(建物⽤途別)  
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図8.1.1-4(2) ⼟地利⽤現況図(建物⾼さ別)  
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3) ⾃動⾞交通量の状況 

現地調査による事業区域周辺の⾃動⾞交通量の状況は、表8.1.1-5(1)〜(2)に⽰すとお

りである(調査地点は図8.1.1-1(2) 参照)。 

事業区域周辺の交通量は、平⽇で6,114〜20,038台/⽇、休⽇で4,920〜15,924台/⽇で

あった(時間毎の詳細な調査結果は、資料編p.1.1-1 参照)。 

 

表8.1.1-5(1) 現地調査による⾃動⾞交通量等の状況(平⽇) 

地 点 
交通量(台/⽇) ⼤型⾞混⼊率 

(%) ⼩型類 ⼤型類 合 計 

地点T1 北４条通 東側 7,951 854 8,805  9.7 

地点T2 北４条通 ⻄側 8,184 551 8,735  6.3 

地点T3 北５条⼿稲通 東側 16,370 1,132 17,502  6.5 

地点T4 北５条⼿稲通 ⻄側 19,247 791 20,038  3.9 

地点T5 ⻄３丁⽬線 4,631 1,483 6,114 24.3 

地点T6 札幌駅前通 9,688 549 10,237  5.4 

注）調査⽇時：(平⽇)令和２年10⽉13⽇(⽕)６時〜翌６時 

 

表8.1.1-5(2) 現地調査による⾃動⾞交通量等の状況(休⽇) 

地 点 
交通量(台/⽇) ⼤型⾞混⼊率 

(%) ⼩型類 ⼤型類 合 計 

地点T1 北４条通 東側 5,811 512 6,323  8.1 

地点T2 北４条通 ⻄側 5,151 292 5,443  5.4 

地点T3 北５条⼿稲通 東側 14,087 661 14,748  4.5 

地点T4 北５条⼿稲通 ⻄側 15,580 344 15,924  2.2 

地点T5 ⻄３丁⽬線 3,887 1,033 4,920 21.0 

地点T6 札幌駅前通 8,363 285 8,648  3.3 

注）調査⽇時：(休⽇)令和２年10⽉17⽇(⼟)22時〜翌22時 
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(2) 予 測 

本事業の実施に伴う⼤気質への影響について、予測内容は以下のとおりとした。 

なお、浮遊粒⼦状物質については、⾃動⾞・建設機械の排気管から直接廃棄される浮遊

粒⼦状物質を予測事項の対象とし、⼆次⽣成粒⼦やタイヤの摩耗による粉じん、砂ぼこり

等の巻き上げ粉じんは対象としない。 

 

【⼯事の実施】 

・建設機械の稼働により変化する⼤気汚染物質の濃度 

・⼯事⽤⾞両の運⾏により変化する⼤気汚染物質の濃度 

【⼟地⼜は⼯作物の存在及び供⽤】 

・地下駐⾞場の供⽤及び熱源施設の稼働により変化する⼤気汚染物質の濃度 

・供⽤後の資材等の搬出⼊⾞両及び来場者関係⾞両の運⾏により変化する⼤気汚染物質

の濃度 

 

A. 建設機械の稼働により変化する⼤気汚染物質の濃度 

a. 予測⽅法 

予測は、⼤気拡散式(プルームモデル、パフモデル)を⽤いた定量的な⽅法とした。 

 

(ｱ) 予測⼿順 

予測⼿順は、図8.1.1-5に⽰すとおりであり、⼯事計画に基づき建設機械の種類等を設

定し、排出係数等をもとに汚染物質排出量を求め、気象条件等を踏まえて拡散計算を⾏

い、年平均値を算出する⼿順とした。また、⽇平均値換算式を⽤いて、年平均値を⽇平

均値に換算した。 

 
図8.1.1-5 ⼤気汚染物質の濃度の予測⼿順(建設機械の稼働)  
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(ｲ) 予測式 

予測式は、「窒素酸化物総量規制マニュアル(新版)」(平成12年12⽉ 公害研究対策セン

ター)等に基づき、表8.1.1-6(1)に⽰すとおり、有⾵時(⾵速1.0m/s以上)にはプルーム式、

弱⾵時(⾵速0.5m/s以上、0.9m/s以下)には弱⾵パフ式、無⾵時(⾵速0.4m/s以下)には無

⾵パフ式を⽤いた点煙源拡散式とした。予測式で⽤いる拡散パラメータは、有⾵時には

表8.1.1-6(2)に⽰すパスキル−ギフォード図の近似式を⽤い、無⾵・弱⾵時には表8.1.1-

6(3)に⽰す拡散パラメータを⽤いた。 

なお、年平均濃度は、予測計算より求めた１時間濃度を、次に⽰す計算式により重合

(重ね合わせ)計算し求める⽅法とした。 
 

C = � � � C1(Di,Vj,ak)·f1(Di,Vj,ak)
ijk

+ � C2(ak)·f2(ak)
k

 

 
C ：重合濃度 

C1(Di,Vj,ak) ：⾵向Di、⾵速Vj、⼤気安定度akにおける計算濃度(有⾵時、弱⾵時) 

f1(Di,Vj,ak) ：⾵向Di、⾵速Vj、⼤気安定度akの出現頻度(有⾵時、弱⾵時) 

C2(ak) ：⼤気安定度akにおける計算濃度(無⾵時) 

f2(ak) ：⼤気安定度akの出現頻度(無⾵時) 

 

表8.1.1-6(1) 拡散式 

区 分 拡散式 

プルーム式 

（U≧1.0m/s） 

 

C�R,Z�=
Q√2π·

π
8

·R·σZ·u
· �exp �� 1

2
� 

Z � He

σZ
 �2� +exp �� 1

2
� 

Z+He

σZ
 �2�� 

 

弱⾵パフ式 

(0.9≧U≧0.5m/s) 

 

C�R,Z�=
Q√2π·
π
8

·γ
· � 1

η
-

exp �� u2�Z � He�2

2γ2η
-

� +
1

η
+

exp �� u2�Z+He�2

2γ2η
+

�� 
 

無⾵パフ式 

（U≦0.4m/s) 

 

C�R,Z�=
Q�2π�3

2� ·γ
· � 

1

η
-

 + 
1

η
+

 � 

 

記号説明 

C 

X 

Y 

Z 

R 

He 

σz 

u 

η- 

η+ 

α 

γ 

Q 

：濃度(ppmまたはmg/m3) 

：⾵下距離(ｍ) 

：Xに直⾓な⽔平距離(ｍ) 

：Xに直⾓な鉛直距離(ｍ) 

：R2 ＝X2 ＋Y2 (ｍ) 

：有効煙突⾼(ｍ) 

：Z⽅向の拡散幅(ｍ) 

：⾵速(m/s) 

η�=R
2
+

α2

γ2
�Z � He�2 

η�=R
2
+

α2

γ2
�Z + He�2 

 
：⽔平⽅向の拡散パラメータ 

：鉛直⽅向の拡散パラメータ 

：汚染物質排出量(mL/sまたはmg/s) 

出典：「窒素酸化物総量規制マニュアル(新版)」(平成12年12⽉ 公害研究対策センター)   
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表8.1.1-6(2) 有⾵時に係る拡散パラメータ 

 

σz�x� � γz・x�z 

 

安定度 αz γz ⾵下距離x(ｍ) 

Ａ 

1.122 

1.514 

2.109 

0.0800 

0.00855 

0.000212 

    0 〜   300 

  300 〜   500 

  500 〜       

Ｂ 
0.964 

1.094 

0.1272 

0.0570 

    0 〜   500 

  500 〜       

Ｃ 0.918 0.1068   0 〜     

Ｄ 

0.826 

0.632 

0.555 

0.1046 

0.400 

0.811 

    0 〜 1,000 

1,000 〜10,000 

 10,000 〜         

Ｅ 

0.788 

0.565 

0.415 

0.0928 

0.433 

1.732 

    0 〜 1,000 

1,000 〜10,000 

 10,000 〜         

Ｆ 

0.784 

0.526 

0.323 

0.0621 

0.370 

2.41 

    0 〜 1,000 

1,000 〜10,000 

 10,000 〜         

Ｇ 

0.794 

0.637 

0.431 

0.222 

0.0373 

0.1105 

0.529 

3.62 

    0 〜 1,000 

1,000 〜 2,000 

2,000 〜10,000 

 10,000 〜         

 

表8.1.1-6(3) 無⾵、弱⾵時に係る拡散パラメータ 

拡散パラメータ 

安定度 

無⾵時 弱⾵時 

α γ α γ 

A 

A−B 

B 

B−C 

C 

C−D 

Ｄ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｇ 

0.948 

0.859 

0.781 

0.702 

0.635 

0.542 

0.470 

0.439 

0.439 

0.439 

1.569 

0.862 

0.474 

0.314 

0.208 

0.153 

0.113 

0.067 

0.048 

0.029 

0.748 

0.659 

0.581 

0.502 

0.435 

0.342 

0.270 

0.239 

0.239 

0.239 

1.569 

0.862 

0.474 

0.314 

0.208 

0.153 

0.113 

0.067 

0.048 

0.029 

出典：「窒素酸化物総量規制マニュアル(新版)」(平成12年12⽉ 公害研究対策センター) 
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b. 予測地域・予測地点 

予測地域は、対象事業の実施により⼤気質が影響を受けるおそれのある地域とし、建設

機械からの排出ガスの排出源⾼さを考慮して、最⼤着地濃度が出現すると予想される地点

を含む範囲(事業区域を中⼼とした600m四⽅の範囲)とした。 

予測地点は、予測地域の中で最⼤着地濃度となる地点とし、予測⾼さは地上1.5mとした。 

 

c. 予測時期・予測条件 

予測時期は、⼯事の実施による影響が最⼤となる時期とし、建設機械の稼働に伴う⼤気

汚染物質排出量が最⼤となる時点(⼯事着⼯後25ヶ⽉⽬〜36ヶ⽉⽬)の１年間とした。 

 

(ｱ) 予測条件 

1) 建設機械の種類及び稼働台数 

予測に⽤いた建設機械の種類及び稼働台数は、建設機械の稼働による汚染物質排出量

の合計が最⼤となる１年間の建設機械の種類及び台数とし、表8.1.1-7に⽰すとおりとし

た。 

 

表8.1.1-7 建設機械の種類及び稼働台数(⼯事着⼯後25ヶ⽉⽬〜36ヶ⽉⽬) 

名  称 稼働台数(台/年) 

油圧破砕機 4,050 

ジャイアントブレーカー 925 

バックホウ(1.0m3) 2,400 

バックホウ(0.8m3) 2,400 

バックホウ(0.45m3) 2,400 

ブルドーザー 1,200 

クラムシェル 1,800 

エアーコンプレッサー 1,200 

発電機(600kVA相当) 600 

発電機(220kVA相当) 1,200 

クローラークレーン(80ｔ吊) 200 

クローラークレーン(150ｔ吊) 1,200 

ラフタークレーン 1,400 

コンクリートポンプ⾞ 775 

合  計 21,750 
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2) 気象条件 

予測における気象条件(⾵向、⾵速、⽇射量、雲量)は、事業区域の⻄南⻄側約1.9kmに

位置する札幌管区気象台(⾵向・⾵速計設置⾼さ=地上59.5m)における令和元年度(平成

31年４⽉１⽇〜令和２年３⽉31⽇の１年間)のデータを⽤いた。 

札幌管区気象台における⾵配図及び⼤気安定度出現頻度は、図8.1.1-6に⽰すとおりで

ある。整理データは⼯事の作業時間を考慮して８時〜18時のデータを整理した。⾵速は

べき法則※により基準⾼さ(10m)に補正するとともに、⼤気安定度は、⽇本式に修正した

パスキル安定度階級(表8.1.1-8 参照)を参考にして区分した。 

 

なお、令和元年度の気象条件は、平年と⽐較して異常でないことを確認するため、「窒

素酸化物総量規制マニュアル(新版)」(公害研究対策センター)に⽰された「基準年の異

常年検定」に基づき、統計⼿法を⽤いて検定した。その結果、2.5％の棄却限界において

すべての⾵向・⾵速が採択され、令和元年度は平年と⽐較して異常でなかったことを確

認した(表8.1.1-9(1)~(2) 参照）。 

 

 
 

図8.1.1-6 ⾵配図及び⼤気安定度出現頻度(⼯事の作業時間：８〜18時) 

 

※：べき法則には、以下に⽰す式を⽤いた。 

U=U0 � Z

Z0
 �p

 

  ここで、 

U ：基準⾼さZ(m)の推定⾵速(m/s), Z=10m 

U0 ：測定⾼さZ0(m)の⾵速(m/s), Z0=59.5m(札幌管区気象台) 

p ：べき指数(下表) 

 

表 ⼤気安定度別べき指数 

⼤気安定度 A B C D E F，G 

p 0.1 0.15 0.20 0.25 0.25 0.30 

出典：「窒素酸化物総量規制マニュアル(新版)」(平成12年12⽉ 公害研究対策センター)   
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表8.1.1-8 パスキル安定度階級区分の分類表 

⾵速(U) 

m/s 

昼間 ⽇射量(T)kW／m2 夜間 雲量 

T 

≧0.60 

0.60＞T 

≧0.30 

0.30＞T 

≧0.15 

0.15 

＞T 

本雲 

(8〜10) 

上層雲(5〜10) 

中・下層雲(5〜7) 

雲 量 

(0〜4) 

    Ｕ＜２ A Ａ−Ｂ Ｂ Ｄ Ｄ Ｇ Ｇ 

２≦U＜３ Ａ−Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ Ｄ Ｅ Ｆ 

３≦U＜４ Ｂ Ｂ−Ｃ Ｃ Ｄ Ｄ Ｄ Ｅ 

４≦U＜６ Ｃ Ｃ−Ｄ D Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ 

６≦U     Ｃ Ｄ Ｄ Ｄ D Ｄ Ｄ 

出典：「窒素酸化物総量規制マニュアル(新版)」(平成12年12⽉ 公害研究対策センター) 

 

3) 排出源位置 

⼤気汚染物質の排出源位置は、図8.1.1-7に⽰すとおりとした。 

建設機械は⼯事の種類、作業時期に応じて⼯事区域内を移動することから、排出源は

⼯事区域内に概ね10m四⽅に１地点の間隔で仮想点煙源を均等に配置した。 

また、各煙源の排出源⾼さは、仮囲い⾼さ(約３ｍ)、建設機械の代表排気管⾼さ(約2.3

〜3.1ｍ※1)及び排気上昇⾼さ(約３ｍ※2)を考慮し、５ｍとした。 

なお、これらの建設機械がすべて同時に予測対象時期１年間稼働することはないと考

えられるものの、予測はすべての建設機械が同時に稼働するものと想定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1: 「道路環境影響評価の技術⼿法(平成24年度版)」 

(平成25年３⽉ 国⼟交通省 国⼟技術政策総合研究所、独⽴⾏政法⼈⼟⽊研究所) 

※2: 「⼟⽊技術資料42-1」(平成12年 建設省⼟⽊技術研究所)  
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図8.1.1-7 ⼤気汚染物質排出源位置図(⼯事中)  
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4) 汚染物質排出量 

建設機械から排出される汚染物質排出量は、「道路環境影響評価の技術⼿法(平成24年

度版)」(国⼟交通省 国⼟技術政策総合研究所、独⽴⾏政法⼈⼟⽊研究所)に⽰された以

下の算定式を⽤いて算出した。 

Q= �P× NOXまたはPM� × Br b⁄  1,000⁄  

ここで、 

Q ：建設機械の排出係数原単位(kg/h) 

P ：建設機械の定格出⼒(kW) 

NOXまたはPM ：窒素酸化物または粒⼦状物質のエンジン排出係数原単位(g/kW・h) 

Br ：実作業による燃料消費率(g/kW・h) 

b ：ISO-C1モードにおける燃料消費率(g/kW・h) 

 

窒素酸化物または粒⼦状物質のエンジン排出係数原単位(NOXまたはPM)及びISO-C1

モードにおける燃料消費率(ｂ)は、表8.1.1-10(1)に⽰すとおり、「道路環境影響評価の技

術⼿法(平成24年度版)」(国⼟交通省 国⼟技術政策総合研究所、独⽴⾏政法⼈⼟⽊研究

所)に⽰す値を⽤いた。なお、窒素酸化物または粒⼦状物質のエンジン排出係数原単位

(NOXまたはPM)は、⼆次排出ガス対策型の建設機械を極⼒使⽤することから、⼆次排出

ガス対策型の値とした。 

 

表8.1.1-10(1) NOX・PM及びｂ値 

単位：g/kW･ｈ 

定格出⼒ 

(P) 

窒素酸化物の 

エンジン排出係数 

原単位(NOX) 

粒⼦状物質の 

エンジン排出係数 

原単位(PM) 

ISO-C1モード 

における燃料消費率 

(ｂ) 

⼆次排出ガス対策型 ⼆次排出ガス対策型 ⼆次排出ガス対策型 

     〜  15kW 5.3 0.36 285 

15  〜  30kW 5.8 0.42 265 

30  〜  60kW 6.1 0.27 238 

60  〜 120kW 5.4 0.22 234 

120kW〜         5.3 0.15 229 

出典：「道路環境影響評価の技術⼿法(平成 24 年度版)」 

(平成 25 年 3 ⽉ 国⼟交通省 国⼟技術政策総合研究所、独⽴⾏政法⼈⼟⽊研究所) 

 

⽉間における建設機械の種類、台数(⽉稼働⽇数25⽇)、上記の建設機械の排出係数原

単位(Q：表8.1.1-10(4) 参照)に１⽇あたりの稼働時間を乗じ、汚染物質排出量が最⼤と

なる１年間を算定した。⼯事着⼯後最⼤となる年間汚染物質排出量は、単位排出量と建

設機械稼働台数から下記のとおりとした(詳細は、表8.1.1-10(2)〜(4) 参照)。 

 

・窒素酸化物：43,418.8kg/年 

・粒⼦状物質：1,451.4kg/年 
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表8.1.1-10(2) 建設機械の汚染物質排出量(⼯事着⼯後25ヶ⽉⽬〜36ヶ⽉⽬) 

名 称 稼働台数(台/年) 
排出量(kg/年) 

窒素酸化物 粒⼦状物質 

油圧破砕機 4,050 5,686.2 218.7 

ジャイアントブレーカー 925 1,298.7 50.0 

バックホウ(1.0m3) 2,400 7,106.4 196.6 

バックホウ(0.8m3) 2,400 3,160.1 136.1 

バックホウ(0.45m3) 2,400 2,676.2 105.8 

ブルドーザー 1,200 1,318.6 56.3 

クラムシェル 1,800 3,191.8 133.9 

エアーコンプレッサー 1,200 1,252.8 54.0 

発電機(600kVA相当) 600 6,625.8 189.0 

発電機(220kVA相当) 1,200 4,460.4 129.6 

クローラークレーン(80ｔ吊) 200 300.4 8.1 

クローラークレーン(150ｔ吊) 1,200 2,296.8 62.6 

ラフタークレーン 1,400 3,007.2 84.0 

コンクリートポンプ⾞ 775 1,037.4 26.7 

合 計 21,750 43,418.8 1,451.4 

 

表8.1.1-10(3) 建設機械別⽉別稼働台数(汚染物質排出量が最⼤となる１年間) 

期間：⼯事着⼯後25〜36ヶ⽉  
単位：台 

名 称 
⼯事着⼯後(ヶ⽉) 

合計 
25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 

油圧破砕機 450 450 450 450 450 450 450 450 300 150 0 0 4,050 

ケーシングドライブ機 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ジャイアントブレーカー 100 100 100 100 100 100 100 100 75 50 0 0 925 

バックホウ(1.0m3) 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 2,400 

バックホウ(0.8m3) 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 2,400 

バックホウ(0.45m3) 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 2,400 

バックホウ(0.28m3) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ブルドーザー 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 1,200 

クラムシェル 150 150 150 150 150 150 150 150 150 150 150 150 1,800 

エアーコンプレッサー 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 1,200 

発電機(600kVA相当) 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 600 

発電機(200kVA相当) 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 1,200 

SMW機 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

アースドリル機 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

クローラークレーン(80ｔ吊) 50 50 50 50 0 0 0 0 0 0 0 0 200 

クローラークレーン(150ｔ吊) 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 1,200 

タイヤローラー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

アスファルトフィニッシャー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ラフタークレーン 150 150 150 150 100 100 100 100 100 100 100 100 1,400 

コンクリートポンプ⾞ 50 50 50 50 50 50 50 75 75 75 100 100 775 

合 計 2,000 2,000 2,000 2,000 1,900 1,900 1,900 1,925 1,750 1,575 1,400 1,400 21,750 
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表8.1.1-10(4) 建設機械の稼働に伴う汚染物質排出量(汚染物質排出量が最⼤となる１年間) 

【NOx】 期間：⼯事着⼯後 25〜36 ヶ⽉⽬ 

使⽤機械 
定格 
出⼒ 

エンジン 
排出係数 
原単位 

実作業に 
よる燃料 
消費率 

ISO-C1 

モード 

燃料消費率 

建設機械 
排出係数 
原単位 

１⽇ 
稼働 
時間 

年間 
稼働 
台数 

窒素酸化物 
排出量 

P NOX Br b Q h   
名 称 (kW) (g/kW･時) (g/kW･時) (g/kW･時) (kg/時) (時/⽇) (台/年) (kg/年) (m3

N/年) 

油圧破砕機 64 5.4 105.8 234 0.156 9.0 4,050 5,686.2 2,974 

ケーシングドライブ機 183.9 5.3 71.9 229 0.306 6.5 0 0.0 0 

ジャイアントブレーカー 64 5.4 105.8 234 0.156 9.0 925 1,298.7 679 

バックホウ(1.0m3) 192 5.3 105.8 229 0.470 6.3 2,400 7,106.4 3,717 

バックホウ(0.8m3) 85.7 5.4 105.8 234 0.209 6.3 2,400 3,160.1 1,653 

バックホウ(0.45m3) 72.5 5.4 105.8 234 0.177 6.3 2,400 2,676.2 1,400 

バックホウ(0.28m3) 40.5 6.1 105.8 238 0.110 6.3 0 0.0 0 

ブルドーザー 67 5.4 105.8 234 0.164 6.7 1,200 1,318.6 690 

クラムシェル 117 5.4 105.8 234 0.286 6.2 1,800 3,191.8 1,669 

エアーコンプレッサー 34.9 6.1 129.3 238 0.116 9.0 1,200 1,252.8 655 

発電機(600kVA相当) 410 5.3 129.3 229 1.227 9.0 600 6,625.8 3,465 

発電機(200kVA相当) 178 5.3 100.3 229 0.413 9.0 1,200 4,460.4 2,333 

SMW機 205 5.3 52.6 229 0.250 6.8 0 0.0 0 

アースドリル機 136 5.3 58.8 229 0.185 6.1 0 0.0 0 

クローラークレーン(80ｔ吊) 213 5.3 52.6 229 0.259 5.8 200 300.4 157 

クローラークレーン(150ｔ吊) 271 5.3 52.6 229 0.330 5.8 1,200 2,296.8 1,201 

タイヤローラー 71 5.4 58.8 234 0.096 5.4 0 0.0 0 

アスファルトフィニッシャー 38 6.1 101.7 238 0.099 5.0 0 0.0 0 

ラフタークレーン 254 5.3 60.9 229 0.358 6.0 1,400 3,007.2 1,573 

コンクリートポンプ⾞ 155 5.3 54.0 229 0.194 6.9 775 1,037.4 543 

合  計 − − − − − − 21,750 43,418.8 22,708 

 

【PM】 期間：⼯事着⼯後 25〜36 ヶ⽉⽬ 

使⽤機械 
定格 
出⼒ 

エンジン 
排出係数 
原単位 

実作業に 
よる燃料 
消費率 

ISO-C1 

モード 

燃料消費率 

建設機械 
排出係数 
原単位 

１⽇ 
稼働 
時間 

年間 
稼働 
台数 

粒⼦状物質 
排出量 

P PM Br b Q h  
名 称 (kW) (g/kW･時) (g/kW･時) (g/kW･時) (kg/時) (時/⽇) (台/年) (kg/年) 

油圧破砕機 64 0.22 105.8 234 0.006 9.0 4,050 218.7 

ケーシングドライブ機 183.9 0.15 71.9 229 0.009 6.5 0 0.0 

ジャイアントブレーカー 64 0.22 105.8 234 0.006 9.0 925 50.0 

バックホウ(1.0m3) 192 0.15 105.8 229 0.013 6.3 2,400 196.6 

バックホウ(0.8m3) 85.7 0.22 105.8 234 0.009 6.3 2,400 136.1 

バックホウ(0.45m3) 72.5 0.22 105.8 234 0.007 6.3 2,400 105.8 

バックホウ(0.28m3) 40.5 0.27 105.8 238 0.005 6.3 0 0.0 

ブルドーザー 67 0.22 105.8 234 0.007 6.7 1,200 56.3 

クラムシェル 117 0.22 105.8 234 0.012 6.2 1,800 133.9 

エアーコンプレッサー 34.9 0.27 129.3 238 0.005 9.0 1,200 54.0 

発電機(600kVA相当) 410 0.15 129.3 229 0.035 9.0 600 189.0 

発電機(200kVA相当) 178 0.15 100.3 229 0.012 9.0 1,200 129.6 

SMW機 205 0.15 52.6 229 0.007 6.8 0 0.0 

アースドリル機 136 0.15 58.8 229 0.005 6.1 0 0.0 

クローラークレーン(80ｔ吊) 213 0.15 52.6 229 0.007 5.8 200 8.1 

クローラークレーン(150ｔ吊) 271 0.15 52.6 229 0.009 5.8 1,200 62.6 

タイヤローラー 71 0.22 58.8 234 0.004 5.4 0 0.0 

アスファルトフィニッシャー 38 0.27 101.7 238 0.004 5.0 0 0.0 

ラフタークレーン 254 0.15 60.9 229 0.010 6.0 1,400 84.0 

コンクリートポンプ⾞ 155 0.15 54.0 229 0.005 6.9 775 26.7 

合  計 − − − − − − 21,750 1,451.4 
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5) 窒素酸化物の変換式(NOx変換式) 

窒素酸化物の変換式(NOXをNO2に変換する式)は、以下に⽰す指数近似モデル(「窒素

酸化物総量規制マニュアル(新版)」(公害研究対策センター)に準拠)を⽤いた。 

 

〔NO2〕=〔NOX〕 �1 �  α

1+β
�exp�-Kt� +β�� 

ここで、 

〔NO2〕 ：⼆酸化窒素(NO2)濃度(ppm) 

〔NOX〕 ：窒素酸化物(NOX)濃度(ppm) 

α  ：排出源近傍での〔NO〕/〔NOX〕、α＝0.83 

Β ：平衡状態を近似する定数、β＝0.3(⽇中)、β＝0(夜間) 

K ：実験定数(s-1)、K＝0.0062u〔O3〕B 

ｔ ：拡散時間(s) 

U ：⾵速(m/s) 

〔O3〕B ：オゾン(O3)のバックグランド濃度(ppm) 

〔O3〕B＝〔OX〕B−0.06〔NOX〕B 

〔OX〕B ：光化学オキシダント(OX)のバックグランド濃度(ppm) 

〔NOX〕B ：窒素酸化物(NOX)のバックグランド濃度(ppm) 

 

なお、光化学オキシダント及び窒素酸化物のバックグランド濃度は、事業区域周辺の

既存⼀般局(センター局、東局)の令和元年度の年平均値から推計した(表8.1.1-11 参照）。 

 

昼間：〔OX〕B：0.032ppm、〔NOX〕B：0.019ppm 

夜間：〔OX〕B：0.026ppm、〔NOX〕B：0.018ppm 

 

表8.1.1-11 光化学オキシダント及び窒素酸化物のバックグランド濃度 

項 ⽬ 区 分※ 測定局 令和元年度 平 均 

光化学 

オキシダント 

(ppm) 

昼 間 
センター局 0.029 

0.032 
東 局 0.034 

夜 間 
センター局 0.026 

0.026 
東 局 0.026 

窒素酸化物 

(ppm) 

昼 間 
センター局 0.023 

0.019 
東 局 0.015 

夜 間 
センター局 0.017 

0.018 
東 局 0.018 

※：気象条件の整理時間帯に合わせ、昼間(８〜18時)、夜間(18〜８時)としてバックグランド濃度を算定し

た。 
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6) バックグランド濃度 

バックグランド濃度は、表8.1.1-12に⽰すとおりとした。 

事業区域周辺の⼆酸化窒素及び浮遊粒⼦状物質の状況は、図8.1.1-2(p.8.1.1-5 参照)に

⽰したとおり、概ね横ばい等で推移していることから、事業区域周辺の既存⼀般局(セン

ター局、東局)の令和元年度の年平均値から推計した。 

 

表8.1.1-12 バックグランド濃度 

項 ⽬ 測定局 令和元年度 事業区域周辺 

⼆酸化窒素 

(ppm) 

センター局 0.014 
0.013 

東 局 0.012 

浮遊粒⼦状物質 

(mg/m3) 
センター局 0.010 0.010 

注) 東局は浮遊粒⼦状物質が未測定のため、センター局のみの値から推計した。 

 

7) ⽇平均値への換算 

⽇平均値への換算は、「道路環境影響評価の技術⼿法(平成24年度版)」(平成25年３⽉ 

国⼟交通省 国⼟技術政策総合研究所、独⽴⾏政法⼈⼟⽊研究所)に基づき、以下のとお

り設定した。 

 

【換算式】 

⼆酸化窒素 

⽇平均値の年間98%値(ppm)＝ａ・([NO2]BG+[NO2])+ｂ 

ａ=1.34＋0.11・exp(-[NO2]/[NO2]BG) 

ｂ=0.0070+0.0012・exp(-[NO2]/[NO2]BG) 

 

浮遊粒⼦状物質 

⽇平均値の２％除外値(mg/m3)=ａ・([SPM]BG+[SPM])+ｂ 

ａ=1.71＋0.37・exp(-[SPM]/[SPM]BG) 

ｂ=0.0063+0.0014・exp(-[SPM]/[SPM]BG) 

ただし、 

[NO2]  ：⼆酸化窒素の寄与濃度の年平均値(ppm) 

[NO2]BG ：⼆酸化窒素のバックグランド濃度の年平均値(ppm) 

[SPM]  ：浮遊粒⼦状物質の寄与濃度の年平均値(mg/m3) 

[SPM]BG ：浮遊粒⼦状物質のバックグランド濃度の年平均値(mg/m3) 
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d. 予測結果 

建設機械の稼働により変化する⼤気汚染物質の濃度は、表8.1.1-13及び図8.1.1-8(1)〜

(2)に⽰すとおりである。 

バックグランド濃度に建設機械の稼働による付加濃度を加えた将来環境濃度は、⼆酸化

窒素については事業区域南側で最⼤0.0364ppmと予測され、建設機械の稼働による寄与率

は64.3%以下である。 

また、浮遊粒⼦状物質の将来環境濃度は、事業区域南側で最⼤0.0185mg/m3と予測され、

建設機械の稼働による寄与率は45.9%以下である。 

 

表8.1.1-13 建設機械の稼働により変化する⼤気汚染物質濃度の予測結果 

予測地点 

バック 

グランド 

濃度 

① 

建設機械の 

稼働による 

付加濃度 

② 

将来環境濃度 

(年平均値) 

③=①+② 

寄与率(%) 

④=②/③ 

×100 

将来環境濃度 

(⽇平均値の年間

98%値 または 

２%除外値) 

最⼤着地 

濃度地点 

(事業区域 

 南側境界) 

⼆酸化窒素 

(ppm) 
0.013 0.0234 0.0364 64.3 0.057 

浮遊粒⼦状物質 

(mg/m3) 
0.010 0.0085 0.0185 45.9 0.041 
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図8.1.1-8(1) 建設機械の稼働に伴う⼆酸化窒素濃度  
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図8.1.1-8(2) 建設機械の稼働に伴う浮遊粒⼦状物質濃度  


